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ＱＳＴリサーチアシスタント細則 

 

平成２８年９月１日 

２８（細則）第５３号 

最終改正 令和６年６月１日 

令０６（細則）第５０号 

 

（目的） 

第１条 この細則は、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「機構」という。）

が、大学院課程に在籍する柔軟な発想と活力に富む研究者をＱＳＴリサーチアシスタン

トとして受け入れ、受け入れたＱＳＴリサーチアシスタント本人と一体となって機構の

研究開発を効果的・効率的に推進し、併せてＱＳＴリサーチアシスタント本人の専門的知

識と研究能力を育成することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この細則においてＱＳＴリサーチアシスタントとは、国内の大学院課程に在籍す

る学生（以下「大学院生」という。）のうち次条の資格を有する者であって、機構の研究

課題を遂行する任期制非常勤職員として採用される者をいう。 

 

（資格） 

第３条 機構がＱＳＴリサーチアシスタントとして採用する者は、国内の大学院に在籍し、

機構の研究員等受入規程（２８（規程）第８９号）に基づき、実習生又は連携大学院生と

して受け入れられている者又は受け入れられていた者とする。 

 

（機構内公募と選考） 

第４条 ＱＳＴリサーチアシスタントの採用に係る機構内公募の手続はイノベーション戦

略部が行うものとし、その選考はイノベーション戦略部が別に定める。 

２ 組織規程（２８（規程）第２号）第２条３項で定める研究組織の長（研究所長、センタ

ー長、病院長をいう。）は、イノベーション戦略部長に対し、研究課題等及びＱＳＴリサ

ーチアシスタントの候補者を提案することができる。 

 

（契約期間及び契約締結） 

第５条 ＱＳＴリサーチアシスタントの雇用期間は１年以下とし、発令日の属する会計年

度内（４月１日から翌年の３月３１日まで）とする。ただし、次年度の募集に基づく再雇

用を妨げないこととし、再雇用による雇用期間は１会計年度以内とする。 

２ 本制度によるＱＳＴリサーチアシスタントの再雇用を含めた雇用期間の限度は、採用

日から５年に達する日までとする。 
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３ ＱＳＴリサーチアシスタントの採用に当たっては、人事部長はＱＳＴリサーチアシス

タント本人と別に定める雇用契約を締結する。 

４ 次の場合は雇用を終了とする。 

（１）雇用期間中に博士号の学位を取得した場合又は修士号の学位を取得後に引き続き

博士課程に在籍しない場合（大学院課程の修了をもって終了） 

（２）大学院を中途退学した場合（その時点をもって終了） 

５ 前項に該当することとなったときは、ＱＳＴリサーチアシスタントは別に定める様式

により速やかに人事部長宛てに届け出なければならない。 

 

（給与及び諸手当） 

第６条 ＱＳＴリサーチアシスタントの給与は日給とし、その額は１日７．５時間、週４日

以内の勤務で次表のとおりとする。なお、給与は勤務日数に応じて調整を行う。 

 

千葉地区 
六ヶ所地区 

（冬季） 
左記以外 

8,160円 8,050円 7,700円 

基本給 7,700円 基本給 7,700円 基本給 7,700円 

地域手当 

相当額 
460円 

寒冷地手当 

相当額 
350円   

※冬季とは、毎年１１月１日から翌年３月３１日までの期間をいう。 

※東京地区については、別に定める。 

 

２ 前項の給与のほか、任期制非常勤職員給与規程（２８（規程）第１９号）に規定する通

勤手当、テレワーク手当、特殊勤務手当（放射線業務手当に限る。）、超過勤務手当及び深

夜勤務手当については、同規程に準じて支給する。ただし、超過勤務及び深夜勤務につい

ては、実験施設の利用等やむを得ない場合を除き原則として命じないものとする。 

 

（リサーチアシスタント活動報告） 

第７条 ＱＳＴリサーチアシスタントは、研究実施状況について、イノベーション戦略部が

別に定める様式によりリサーチアシスタント活動報告書を雇用期間終了後速やかに受入

所属長等の確認を得てイノベーション戦略部研究支援・連携業務課に提出しなければな

らない。 
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（再雇用） 

第８条 当該年度の雇用終了後、次年度に再雇用を希望するＱＳＴリサーチアシスタント

の選考に当たっては、応募に係る申請書及びイノベーション戦略部研究支援・連携業務課

に提出されたリサーチアシスタント活動報告書を踏まえて行うものとする。 

 

（旅費） 

第９条 受入所属長は必要と認めた場合、ＱＳＴリサーチアシスタントに対し出張を命ず

ることができる。 

２ 前項の旅費は、旅費規程（２８（規程）第２４号）に基づき算出し、支給する。 

 

（規程の準用） 

第１０条 ＱＳＴリサーチアシスタントは、前各条に定めるもののほか、任期制非常勤職員

就業規程（２８（規程）第８号）を準用し、機構が定める諸規程を遵守しなければならな

い。 

 

（主管部署） 

第１１条 この細則に関する制度の運営に関する主管部署は、イノベーション戦略部研究

支援・連携業務課とする。ただし、ＱＳＴリサーチアシスタントの雇用に関する事務は人

事部人事課が行う。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この細則は、平成２８年９月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 機構成立の日の前の日までに、国立研究開発法人放射線医学総合研究所における

「大学院課程研究員制度」又は国立研究開発法人日本原子力研究開発機構における「学生

研究生制度」若しくは「特別学生研究生制度」（以下併せて「旧制度」という。）に基づき

採用をされた者で、引き続き機構の大学院課程研究員となった者については、なお従前の

例による個別の契約に従うものとする。 

 

附 則（平成２９年４月１日 ２９（細則）第４４号） 

 この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年１０月１日 ２９（細則）第５４号） 

 この細則は、平成２９年１０月１日から施行する。 
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   附 則（平成３０年１０月１日 ３０（細則）第２２号） 

 この細則は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年４月１日 ３１（細則）第５１号） 

 この細則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年１０月１日 令０１（細則）第２０号） 

この細則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

   附 則（令和２年４月１日 令０２（細則）第２号） 

 （施行期日） 

第１条 この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年４月１日 令０３（細則）第１６号） 

この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年１０月１日 令０３（細則）第３３号） 

この細則は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年１０月１日 令０４（細則）第２６号） 

この細則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年１０月１日 令０５（細則）第３３号） 

この細則は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年４月１日 令０６（細則）第４７号） 

この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年６月１日 令０６（規程）第５０号） 

この細則は、令和６年６月１日から施行する。 


